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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

第67期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　12月31日

自　平成20年
　　　10月１日
至　平成20年
　　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 11,063 3,582 17,804

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) △457 107 △179

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △700 23 116

純資産額 (百万円) ― 13,423 14,224

総資産額 (百万円) ― 18,168 20,039

１株当たり純資産額 (円) ― 607.34 642.29

１株当たり四半期（当
期）純利益又は四半期
純損失（△）

(円) △31.84 1.09 5.30

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
又は四半期純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 73.6 70.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 778 ― △129

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △523 ― △152

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 10 ― △266

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 4,884 4,508

従業員数 (名) ― 733 730

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第67期及び第68期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存

在しないため、第68期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当

たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名)
733
(111)

(注) １　従業員数は就業人員であります。 

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)でありま

す。 

３　臨時従業員は、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

 

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 501

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均臨時雇用者数の総数は従業員数の100分の10未満であるので、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 生産高(百万円)

ビジネスソリューション 2,102

コンシューマソリューション 251

ネットワークソリューション 359

サービス＆サポート 347

合計 3,061

(注) １　金額は、販売標準価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

ビジネスソリューション 1,969 359

コンシューマソリューション 273 114

ネットワークソリューション 371 55

サービス＆サポート 707 109

合計 3,323 639

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 販売高(百万円)

ビジネスソリューション 2,146

コンシューマソリューション 225

ネットワークソリューション 389

サービス＆サポート 820

合計 3,582

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

㈱日立コミュニケーショ
ンテクノロジー

771 21.5

西日本電信電話㈱ 704 19.7

東日本電信電話㈱ 558 15.6

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

本文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融

市場の混乱が実体経済に影響を及ぼし、全世界規模で経済環境が悪化し、わが国においても雇用情勢の悪

化、個人消費の低迷、急激な円高に伴う輸出の減少、企業収益の悪化による設備投資の減少へと波及しつ

つあります。

当通信機器業界におきましては、携帯電話市場では、携帯電話の端末価格の上昇が、販売台数の大幅な

減少を招き、固定電話市場では固定電話と携帯電話の融合、通信と放送分野の連携等、事業環境の多様化

により、新たなサービス競争に向けた厳しい局面を迎えております。

このような状況下で、当社グループでは、システムソリューションとしての製品提案に注力するととも

に、顧客のニーズを第一に考えた新製品開発に取り組んでまいりました。ＩＰ電話機、ＩＰゲートウェイ

装置、ＤＳＵ／ＯＮＵ関連機器等に一部増加がみられましたが、主力製品のビジネスホン市場では金融危

機が拡大する中、当社グループの主な販売先である中小企業が、設備投資計画の中断または凍結に追い込

まれており、リース会社の審査の厳格化と相まって、当第３四半期連結会計期間は第１第２四半期連結会

計期間にも増して、苦戦を強いられる展開となりました。
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このような状況の中で、当社グループは今期から３カ年の中期経営計画を策定し、３つの重点施策であ

る基盤事業の強化、高収益体質の構築、組織力の向上に取り組んでおります。 

当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高3,582百万円、営業利益90百万円、経常利益107百万円、四半期

純利益23百万円となりました。

事業部門別の業績を示すと次のとおりであります。

① ビジネスソリューション部門

ワイヤードネットワーク機器、ワイヤレスネットワーク機器、ワイヤードＩＰネットワーク機器、ワ

イヤレスＩＰネットワーク機器で構成され、その売上高は、2,146百万円であり、総売上高の59.9％を占

めております。主な内訳としてワイヤードネットワーク機器では、主力のビジネスホンが1,744百万円、

単独電話機が88百万円の実績となりました。また、ワイヤレスネットワーク機器の主な内訳は事業所用

コードレス電話機であり、209百万円となりました。ワイヤードＩＰネットワーク機器の主な内訳はＩ

Ｐ電話機が47百万円となりました。ワイヤレスＩＰネットワーク機器は事業所用コードレス電話機で

あり、2百万円となりました。

② コンシューマソリューション部門

ワイヤードネットワーク機器、ワイヤレスネットワーク機器で構成され、その売上高は、225百万円で

あり、総売上高の6.3％を占めております。主な内訳としてワイヤードネットワーク機器では、ISDN64対

応ターミナルアダプタが100百万円、通報装置が60百万円、ＦＡＸ付きコードレス電話機が21百万円と

なりました。また、ワイヤレスネットワーク機器の主な内訳はアナログコードレスホンが14百万円、Ｐ

ＨＳモジュールが13百万円となりました。

③ ネットワークソリューション部門

ワイヤードネットワーク機器、ワイヤードＩＰネットワーク機器、ワイヤレスＩＰネットワーク機器

で構成され、その売上高は、389百万円であり、総売上高の10.9％を占めております。主な内訳としてワ

イヤードネットワーク機器では、ＰＢＸが168百万円、局用交換装置が14百万円となりました。ワイヤー

ドＩＰネットワーク機器の主な内訳として、ＩＰゲートウェイ装置が158百万円、ルータ・ブリッジが

14百万円となりました。ワイヤレスＩＰネットワーク機器は無線ルータ・無線ブリッジであり、19百万

円となりました。

④ サービス＆サポート部門

ＥＭＳ（エレクトリック・マニュファクチャリング・システム）、サポート、その他で構成され、そ

の売上高は、820百万円であり、総売上高の22.9％を占めております。ＥＭＳの売上高は198百万円であ

り、サポートの売上高は、329百万円となっております。また、その他の売上高は292百万円となっており

ます。 

(2) 財政状態の分析

① 資　産

総資産は前連結会計年度末に比べ1,870百万円減少し、18,168百万円となりました。

流動資産は前連結会計年度末に比べ1,529百万円減少し、10,594百万円となりました。主な減少は、受

取手形及び売掛金の減少2,014百万円であり、主な増加は現金及び預金の増加324百万円であります。

固定資産は前連結会計年度末に比べ341百万円減少し、7,574百万円となりました。主な減少は、投資

有価証券の減少217百万円であります。

② 負　債

負債は前連結会計年度末に比べ1,070百万円減少し、4,745百万円となりました。

流動負債は前連結会計年度末に比べ956百万円減少し、3,372百万円となりました。主な減少は、支払

手形及び買掛金の減少292百万円、賞与引当金の減少121百万円であります。 
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固定負債は前連結会計年度末に比べ113百万円減少し、1,372百万円となりました。主な減少は、役員

退職慰労引当金の減少171百万円であります。

③ 純資産

純資産は前連結会計年度末に比べ800百万円減少し、13,423百万円となりました。主な減少は、利益剰

余金の減少700百万円によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、第２四半期連結会計期間

末より22百万円増加し、4,884百万円となりました。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、170百万円となりました。これは主に税金等調整

前四半期純利益を85百万円、減価償却費を114百万円、ソフトウエア償却費を135百万円、仕入債務の増

加額404百万円等の計上があったものの、賞与引当金の減少額122百万円、棚卸資産の増加額177百万円、

売上債権の増加額82百万円、法人税等の支払額50百万円等の計上があったこと等によるものでありま

す。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によって使用されたキャッシュ・フローは、169百万円となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出が121百万円、ソフトウエアの取得による支出が98百万円あったこと等によるも

のであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは、22百万円となりました。これは主に、短期借入金

の純増減額の増加が22百万円あったこと等によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は132百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 95,899,000

計 95,899,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,974,81623,974,816
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は1,000株であります。

計 23,974,81623,974,816― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ─ 23,974 ─ 4,909 ─ 1,020

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式)
普通株式 1,930,000―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式21,777,000 21,777 同上

単元未満株式 普通株式   267,816― 同上

発行済株式総数 23,974,816― ―

総株主の議決権 ― 21,777 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式542株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
㈱ナカヨ通信機

東京都渋谷区
桜丘町24番４号

1,930,000 ― 1,930,0008.05

計 ― 1,930,000 ― 1,930,0008.05

(注)　株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 230 300 267 248 246 248 172 155 153

最低(円) 203 219 232 216 214 167 101 120 123

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

50号）附則第７条第１項第５号の但し書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用してお

ります。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,548 3,223

受取手形及び売掛金 ※2
 3,938 5,953

有価証券 1,412 1,407

商品及び製品 587 384

仕掛品 328 271

原材料及び貯蔵品 489 543

その他 298 351

貸倒引当金 △10 △12

流動資産合計 10,594 12,123

固定資産

有形固定資産 ※1
 2,084

※1
 2,101

無形固定資産 1,014 1,106

投資その他の資産

投資有価証券 2,343 2,561

その他 2,133 2,147

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 4,475 4,707

固定資産合計 7,574 7,916

資産合計 18,168 20,039

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 2,156 2,449

短期借入金 62 48

未払法人税等 6 70

製品保証引当金 129 145

賞与引当金 53 175

その他 963 1,439

流動負債合計 3,372 4,328

固定負債

負ののれん 97 －

退職給付引当金 61 64

役員退職慰労引当金 51 223

その他 1,161 1,198

固定負債合計 1,372 1,486

負債合計 4,745 5,815
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,909 4,909

資本剰余金 4,510 4,510

利益剰余金 4,218 4,918

自己株式 △410 △403

株主資本合計 13,227 13,934

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 139 227

評価・換算差額等合計 139 227

少数株主持分 57 62

純資産合計 13,423 14,224

負債純資産合計 18,168 20,039
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 11,063

売上原価 8,930

売上総利益 2,133

販売費及び一般管理費 ※
 2,673

営業損失（△） △540

営業外収益

受取利息 24

受取配当金 40

負ののれん償却額 17

その他 38

営業外収益合計 120

営業外費用

支払利息 2

支払手数料 26

為替差損 8

その他 0

営業外費用合計 37

経常損失（△） △457

特別利益

固定資産売却益 42

特別利益合計 42

特別損失

固定資産廃棄損 32

投資有価証券評価損 60

特別損失合計 92

税金等調整前四半期純損失（△） △507

法人税、住民税及び事業税 16

法人税等調整額 182

法人税等合計 198

少数株主損失（△） △4

四半期純損失（△） △700
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 3,582

売上原価 2,625

売上総利益 957

販売費及び一般管理費 ※
 866

営業利益 90

営業外収益

受取利息 6

受取配当金 14

負ののれん償却額 5

その他 6

営業外収益合計 33

営業外費用

支払利息 0

支払手数料 8

為替差損 6

その他 0

営業外費用合計 15

経常利益 107

特別利益

固定資産売却益 42

特別利益合計 42

特別損失

固定資産廃棄損 6

投資有価証券評価損 58

特別損失合計 64

税金等調整前四半期純利益 85

法人税、住民税及び事業税 △1

法人税等調整額 61

法人税等合計 60

少数株主利益 0

四半期純利益 23
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △507

減価償却費 304

ソフトウエア償却費 377

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2

賞与引当金の増減額（△は減少） △124

製品保証引当金の増減額（△は減少） △16

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △171

受取利息及び受取配当金 △65

投資有価証券評価損益（△は益） 60

固定資産売却損益（△は益） △42

売上債権の増減額（△は増加） 2,057

たな卸資産の増減額（△は増加） △205

仕入債務の増減額（△は減少） △324

長期未払金の増減額（△は減少） 15

その他 △524

小計 827

利息及び配当金の受取額 65

利息の支払額 △2

法人税等の支払額 △112

法人税等の還付額 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 778

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △88

定期預金の払戻による収入 145

有形固定資産の取得による支出 △329

ソフトウエアの取得による支出 △298

その他 47

投資活動によるキャッシュ・フロー △523

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 14

その他 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 10

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 265

現金及び現金同等物の期首残高 4,508

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

109

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,884
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員

会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失、税金等調整

前四半期純損失がそれぞれ67百万円増加しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げにあたっては、収益性が低下していることが明らかな棚卸資産についてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行っております。

２　税金費用の算定方法 
法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数については、第1四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機と

して見直しを行い、主として耐用年数を10年から8年に変更しております。なお、これによる損益へ与える影響額

は、軽微であります。 

 

当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給を決議し

たことに伴い、役員退職慰労引当金を全て取崩し、将来の打ち切り支給予定額（当第３四半期連結会計期間末残高

171百万円）を固定負債のその他に計上しております。

 

当社は、平成20年６月27日開催の取締役会において、執行役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給を決議し

たことに伴い、退職給付引当金の一部を取崩し、将来の打ち切り支給予定額（当第３四半期連結会計期間末残高16

百万円）を固定負債のその他に計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額　   5,751百万円※1　有形固定資産の減価償却累計額  　5,893百万円

※2　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につて

は、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間満期手形

が、四半期連結会計期間末残高から除かれておりま

す。

―――――――

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　 　17百万円　

　　　支払手形　　　　　　　　　　　　 　68百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの 

製品保証引当金繰入額　　　　　   92百万円

給与及び手当　　　　　　　　 　 807百万円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　 19百万円

退職給付費用　　　　　　　　　　 59百万円

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間 
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの 

製品保証引当金繰入額　　　 　　 29百万円

給与及び手当　　　　　　　  　 308百万円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　19百万円

退職給付費用　　　　　　　　　　15百万円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,548百万円

有価証券 1,412  〃

　　　計 4,960百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 　75　〃

現金及び現金同等物 4,884百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 23,974,816

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,966,224

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社及び連結グループは有線および無線通信機器に関する製造販売の単一事業を営んでおり、事業の種

類別セグメント情報については該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

607.34円 642.29円

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 △31.84円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　―　　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　　 ２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) △700

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) △700

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,012

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 1.09円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 23

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 23

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,009

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

株式会社ナカヨ通信機

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　倉　　邦　　路　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　沼　　田　　　　　徹　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　米　　村　　仁　　志　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ナカヨ通信機の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカヨ通信機及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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